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「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」の一部改正について 

 

 

「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について（平成十四年三月二十

九日年企発第〇三二九〇〇三号・年運発第〇三二九〇〇二号）」等の一部を下記のと

おり改正したので、貴管下の事業主等の指導について、遺憾のないよう配慮されたい。 

 

 

記 

 

１ 四の（２）に後段として次のように加える。「なお、「確定給付企業年金の財政計

算等に係る特例的扱いについて（平成二十年九月十一日年発第〇九一一〇〇一号）」

第四の一に該当する確定給付企業年金においては、年金経理について、給付区分ご

との貸借対照表及び損益計算書（各表の右上に給付区分を明記すること。）を全体

の貸借対照表及び損益計算書に添付すること。」 

 

２ 別紙４の貸借対照表の資産勘定の表中 

「 
３．基本金 
 基本金 

 
 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
 
前事業年度末において、流動資産、

固定資産、資産評価調整加算額及び未
償却過去勤務債務残高等の合計額が、
流動負債、支払備金、資産評価調整控
除額及び数理債務の合計額を下回っ
ていた額から当事業年度において処
理した繰越不足金を控除した額 
 
 当事業年度末において、流動資産、
固定資産、資産評価調整加算額、未償
却過去勤務債務残高等及び繰越不足
金の合計額が、流動負債、支払備金、
資産評価調整控除額、数理債務及び別
途積立金の合計額を下回る額 

」 
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を 

「 
３．基本金 
 基本金 

 
 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
 
前事業年度末において、流動資産、

固定資産、資産評価調整加算額及び未
償却過去勤務債務残高等の合計額が、
流動負債、支払備金、資産評価調整控
除額、数理債務及び承継事業所償却積
立金の合計額を下回っていた額から
当事業年度において処理した繰越不
足金を控除した額 
 
 当事業年度末において、流動資産、
固定資産、資産評価調整加算額、未償
却過去勤務債務残高等及び繰越不足
金の合計額が、流動負債、支払備金、
資産評価調整控除額、数理債務、承継
事業所償却積立金及び別途積立金の
合計額を下回る額 

」 

に改める。 

 

３ 別紙４の貸借対照表の負債勘定の表中 

「 
３．基本金 
 基本金 

 
 
別途積立金 
 
 
 
 
 
 
 
 
当年度剰余金 

 
 
 
別途積立金 
 
 
 
 
 
 
 
 
当年度剰余金 

 
 
 
前事業年度末において、流動資産、

固定資産、資産評価調整加算額及び未
償却過去勤務債務残高等の合計額が、
流動負債、支払備金、資産評価調整控
除額及び数理債務の合計額を上回っ
ていた額に当事業年度において積み
増した額を加え、取り崩した額を控除
した額 
 
当事業年度において、流動資産、固

定資産、資産評価調整加算額、未償却
過去勤務債務残高等及び繰越不足金
の合計額が、流動負債、支払備金、資
産評価調整控除額、数理債務及び別途
積立金の合計額を上回る額 

」 

を 

「 
３．基本金 
 基本金 

 
 
承継事業所償
却積立金 
 
 
 
別途積立金 
 

 
 
 
承継事業所償
却積立金 
 
 
 
別途積立金 

 
 
 
前事業年度末の承継事業所償却積立

金に当事業年度に積み増した額と当
事業年度に係る利子を加算し、取り崩
した額を控除した額 
 
前事業年度末において、流動資産、
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当年度剰余金 

 
 
 
 
 
 
 
 
当年度剰余金 

固定資産、資産評価調整加算額及び未
償却過去勤務債務残高等の合計額が、
流動負債、支払備金、資産評価調整控
除額、数理債務及び承継事業所償却積
立金の合計額を上回っていた額に当
事業年度において積み増した額を加
え、取り崩した額を控除した額 
 
当事業年度において、流動資産、固

定資産、資産評価調整加算額、未償却
過去勤務債務残高等及び繰越不足金
の合計額が、流動負債、支払備金、資
産評価調整控除額、数理債務、承継事
業所償却積立金及び別途積立金の合
計額を上回る額 

」 

に改める。 

 

４ 別紙４の損益計算書の費用勘定の表中 

「 
４．基本金 
繰越不足金
処理金 

 
 
繰越不足金処
理金 

 
 
 
繰越不足金処
理金 

 
 
 
当事業年度において処理した繰越

不足金（決算の結果生じた当年度剰余
金の処分額を除く。） 

」 

の下に 

「 
承継事業所
償却積立金
積増金 

 
承継事業所償
却積立金積増
金 

 
 
承継事業所償
却積立金積増
金 

 
 
当事業年度において積み増した承

継事業所償却積立金と当事業年度に
係る利子（付利利率が正の場合）の合
計額 

」 

を加える。 

 

５ 別紙４の損益計算書の収益勘定の表中 

「 
４．基本金    

」 

の下に 

「 
承継事業所
償却積立金
積増金 

 
承継事業所償
却積立金積増
金 

 
 
承継事業所償
却積立金積増
金 

 
 
当事業年度において取り崩した承

継事業所償却積立金から当事業年度
に係る利子（付利利率が負の場合）を
控除した額 

」 

を加える。 
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６ 様式 C3－ウの２．掛金率算定表中 

「 
 数理上資産額 ⑯   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑰   

未償却過去勤務債務残高 
（⑮-⑧-⑯+⑰） 

⑱
  

特 別 掛 金（⑱に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 

⑲
  

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 

⑳
  

」 

を 

「 
 数理上資産額 ⑯   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑰   

 
うち、承継事業所償却積立金として
留保する額 

⑱
  

未償却過去勤務債務残高 
（⑮-⑧-⑯+⑰+⑱） 

⑲  
 

特 別 掛 金（⑲に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 

⑳  
 

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 
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」 

に改める。 

 

７ 様式 C3－オの２．掛金率算定表中 

「 
 数理上資産額 ④   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑤   

未償却過去勤務債務残高 

（③-④+⑤） 
⑥

  

特   別   掛   金（規約上）
（予定償却期間 年 月）

⑦
  

」 

を 

「 
 数理上資産額 ④   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑤   

 
うち、承継事業所償却積立金として
留保する額 

⑥
  
 

 

未償却過去勤務債務残高 
（③-④+⑤+⑥） 

⑦  
 

特   別   掛   金（規約上）
（予定償却期間 年 月）

⑧
  

」 

に改める。 
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８ 様式 C４－ウの２．掛金率算定表中 

「 
 数理上資産額 ⑯   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑰   

未償却過去勤務債務残高 
（⑮-⑧-⑯+⑰） 

⑱
  

特 別 掛 金（⑱に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 

⑲
  

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 

⑳
  

」 

を 

「 
 数理上資産額 ⑯   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑰   

 
うち、承継事業所償却積立金として
留保する額 

⑱
  

未償却過去勤務債務残高 
（⑮-⑧-⑯+⑰+⑱） 

⑲  
 

特 別 掛 金（⑲に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 

⑳  
 

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上）
（予定償却期間 年 月） 
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」 

に改める。 

 

９ 様式 C４－オの２．掛金率算定表中 

「 
 数理上資産額 ④   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑤   

未償却過去勤務債務残高 

（③-④+⑤） 
⑥

  

特   別   掛   金（規約上）
（予定償却期間 年 月）

⑦
  

」 

を 

「 
 数理上資産額 ④   
 うち、別途積立金として留保する額 ⑤   

 
うち、承継事業所償却積立金として
留保する額 

⑥
  
 

 

未償却過去勤務債務残高 
（③-④+⑤+⑥） 

⑦  
 

特   別   掛   金（規約上）
（予定償却期間 年 月）

⑧
  

」 

に改める。 
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以上 
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確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について（平成十四年三月二十九日年企発第〇三二九〇〇三・年運発第〇三二九〇〇二号） 

新旧対照表 

新 旧 

一．～三． （略） 

四．報告書の提出について 

（略） 

（１） （略） 

（２）決算に関する報告書は、別紙４の「勘定科目説明」に基づいて作成された

貸借対照表及び損益計算書（大分類及び中分類ごとに作成すること。）並び

に「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額と

の比較を示した書類」及び「積立金の積立てに必要となる掛金の額を示し

た書類」に、「年金数理に関する確認」（様式Ｃ１）が添付されたものであ

ること。なお、「確定給付企業年金の財政計算等に係る特例的扱いについて

（平成二十年九月十一日年発第〇九一一〇〇一号）」第四の一に該当する確

定給付企業年金においては、年金経理について、給付区分ごとの貸借対照

表及び損益計算書（各表の右上に給付区分を明記すること。）を全体の貸借

対照表及び損益計算書に添付すること。 

（３） （略） 

五．～七．（略） 

 

別紙１～別紙３ （略） 

 

 

 

 

一．～三． （略） 

四．報告書の提出について 

（略） 

（１） （略） 

（２）決算に関する報告書は、別紙４の「勘定科目説明」に基づいて作成され

た貸借対照表及び損益計算書（大分類及び中分類ごとに作成すること。）

並びに「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上

限額との比較を示した書類」及び「積立金の積立てに必要となる掛金の

額を示した書類」に、「年金数理に関する確認」（様式Ｃ１）が添付され

たものであること。 

 

 

 

 

（３） （略） 

五．～七．（略） 

 

別紙１～別紙３ （略） 
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新 旧 

別紙４ 勘定科目説明 

貸 借 対 照 表 

（年金経理）                   （平成 年 月 日現在）

資  産  勘  定 

大 分 類 中 分 類 

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．純資産 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．資産及び

負債の数理的

評価 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

３．基本金 

 基本金 

 

 

繰越不足金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰越不足金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前事業年度末において、

流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額及び未償却

過去勤務債務残高等の合計

額が、流動負債、支払備金、

資産評価調整控除額、数理

債務及び承継事業所償却積

立金の合計額を下回ってい

た額から当事業年度におい

別紙４ 勘定科目説明 

貸 借 対 照 表 

（年金経理）                   （平成 年 月 日現在） 

資  産  勘  定 

大 分 類 中 分 類

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．純資産 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．資産及び

負債の数理的

評価 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

３．基本金 

 基本金 

 

 

繰越不足金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰越不足金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前事業年度末において、

流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額及び未償却

過去勤務債務残高等の合計

額が、流動負債、支払備金、

資産評価調整控除額及び数

理債務の合計額を下回って

いた額から当事業年度にお

いて処理した繰越不足金を
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新 旧 

 

 

当年度不足金 

 

 

 

当年度不足金

 

て処理した繰越不足金を控

除した額 

 

 当事業年度末において、

流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額、未償却過

去勤務債務残高等及び繰越

不足金の合計額が、流動負

債、支払備金、資産評価調

整控除額、数理債務、承継

事業所償却積立金及び別途

積立金の合計額を下回る額

 

 

 

負  債  勘  定 

大 分 類 中 分 類 

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．純資産 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．資産及び

負債の数理的

評価 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

 

 

当年度不足金 

 

 

 

当年度不足金

 

控除した額 

 

 

 当事業年度末において、

流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額、未償却過

去勤務債務残高等及び繰越

不足金の合計額が、流動負

債、支払備金、資産評価調

整控除額、数理債務及び別

途積立金の合計額を下回る

額 

 

 

 

負  債  勘  定 

大 分 類 中 分 類

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．純資産 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．資産及び

負債の数理的

評価 

 

（略） （略） 

 

（略） 
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新 旧 

３．基本金 

基 本 金  

 

承継事業所償

却積立金 

 

 

 

 

 

別途積立金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度剰余金 

 

 

 

承継事業所償

却積立金 

 

 

 

 

 

別途積立金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度剰余金

 

 

 

 

前事業年度末の承継事業

所償却積立金に当事業年度

に積み増した額と当事業年

度に係る利子を加算し、取

り崩した額を控除した額 

 

前事業年度末において、

流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額及び未償却

過去勤務債務残高等の合計

額が、流動負債、支払備金、

資産評価調整控除額、数理

債務及び承継事業所償却積

立金の合計額を上回ってい

た額に当事業年度において

積み増した額を加え、取り

崩した額を控除した額 

 

当事業年度において、流

動資産、固定資産、資産評

価調整加算額、未償却過去

３．基本金 

基 本 金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途積立金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度剰余金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途積立金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度剰余金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前事業年度末において、

流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額及び未償却

過去勤務債務残高等の合計

額が、流動負債、支払備金、

資産評価調整控除額及び数

理債務の合計額を上回って

いた額に当事業年度におい

て積み増した額を加え、取

り崩した額を控除した額 

 

 

当事業年度において、流

動資産、固定資産、資産評
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新 旧 

勤務債務残高等及び繰越不

足金の合計額が、流動負債、

支払備金、資産評価調整控

除額、数理債務、承継事業

所償却積立金及び別途積立

金の合計額を上回る額 

 

 

損 益 計 算 書 

                       自 平成 年 月 日 

（年金経理）                   至 平成 年 月 日 

費  用  勘  定 

大 分 類 中 分 類 

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．経常収支 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．特別支出 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

３．数理的評

価の変動 

（略） （略） 

 

（略） 

 

４．基本金 

繰越不足金処

理金 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

価調整加算額、未償却過去

勤務債務残高等及び繰越不

足金の合計額が、流動負債、

支払備金、資産評価調整控

除額、数理債務及び別途積

立金の合計額を上回る額 

 

 

 

損 益 計 算 書 

                        自 平成 年 月 日 

（年金経理）                   至 平成 年 月 日 

費  用  勘  定 

大 分 類 中 分 類

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．経常収支

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．特別支出

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

３．数理的評

価の変動 

（略） （略） 

 

（略） 

 

４．基本金 

繰越不足金処

理金 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

（略） 
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承継事業所償

却積立金積増

金 

 

 

 

別途積立金積

増金 

 

当年度剰余金 

 

承継事業所償

却積立金積増

金 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

承継事業所償

却積立金積増

金 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

当事業年度において積み

増した承継事業所償却積立

金と当事業年度に係る利子

（付利利率が正の場合）の

合計額 

（略） 

 

 

（略） 

 

収  益  勘  定 

大 分 類 中 分 類 

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．経常収支 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．特別支出 

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

３．数理的評

価の変動 

（略） （略） 

 

（略） 

 

４．基本金 

承継事業所償

却積立金取崩

 

 

承継事業所償

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途積立金積

増金 

 

当年度剰余金

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

収  益  勘  定 

大 分 類 中 分 類

科 目 科 目 

小 分 類 摘  要 

１．経常収支

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

２．特別支出

 

（略） （略） 

 

（略） 

 

３．数理的評

価の変動 

（略） （略） 

 

（略） 

 

４．基本金 
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金 

 

 

 

 

別途積立金取

崩金 

 

当年度不足金 

却積立金取崩

金 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

承継事業所償

却積立金取崩

金 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

当事業年度において取り

崩した承継事業所償却積立

金から当事業年度に係る利

子（付利利率が負の場合）

を控除した額 

（略） 

 

 

（略） 

 

＜基金型企業年金＞ 

貸 借 対 照 表 

（業務経理業務会計）               （平成 年 月 日現在）

（略） 

損 益 計 算 書 

                        自 平成 年 月 日 

（業務経理業務会計）               至 平成 年 月 日 

（略） 

貸 借 対 照 表 

（業務経理福祉事業会計）             （平成 年 月 日現在）

（略） 

 

 

損 益 計 算 書 

 

 

 

 

 

別途積立金取

崩金 

 

当年度不足金

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

＜基金型企業年金＞ 

貸 借 対 照 表 

（業務経理業務会計）               （平成 年 月 日現在） 

（略） 

損 益 計 算 書 

                        自 平成 年 月 日 

（業務経理業務会計）               至 平成 年 月 日 

（略） 

貸 借 対 照 表 

（業務経理福祉事業会計）             （平成 年 月 日現在） 

（略） 

 

 

損 益 計 算 書 
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                        自 平成 年 月 日 

（業務経理福祉事業会計）             至 平成 年 月 日 

（略） 

 

別紙５～別紙７ （略） 

様式 A1～様式 C3－イ （略） 

様式 C3－ウ 掛金計算基礎（掛金の計算の基礎を示した書類） 

１．（略） 

２．掛金率算定表 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ⑯   

 うち、別途積立金として留保する額 ⑰   

 うち、承継事業所償却積立金として

留保する額 ⑱

  

未償却過去勤務債務残高 

（⑮-⑧-⑯+⑰+⑱） ⑲

  

特 別 掛 金（⑲に係る分、規約上） 

（予定償却期間 年 月） ⑳

  

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上） 

（予定償却期間 年 月） 

21   

（略） 

                        自 平成 年 月 日 

（業務経理福祉事業会計）             至 平成 年 月 日 

（略） 

 

別紙５～別紙７ （略） 

様式 A1～様式 C3－イ （略） 

様式 C3－ウ 掛金計算基礎（掛金の計算の基礎を示した書類） 

１．（略） 

２．掛金率算定表 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ⑯   

 うち、別途積立金として留保する額 ⑰   

     

 

未償却過去勤務債務残高 

（⑮-⑧-⑯+⑰） ⑱

  

特 別 掛 金（⑱に係る分、規約上）

（予定償却期間 年 月） ⑲

  

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上）

（予定償却期間 年 月） ⑳

  

（略） 
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様式 C3－エ （略） 

様式 C3－オ 

１．（略） 

２．掛金率算定表 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ④   

 うち、別途積立金として留保する額 ⑤   

 うち、承継事業所償却積立金として

留保する額 ⑥

  

未償却過去勤務債務残高 

（③-④+⑤+⑥） ⑦

  

特   別   掛   金（規約上） 

（予定償却期間 年 月） ⑧

  

 

（略） 

 

様式 C4－ア～様式 C4－イ （略） 

様式 C4－ウ 掛金計算基礎（財政再計算報告書） 

１．（略） 

 

 

様式 C3－エ （略） 

様式 C3－オ 

１．（略） 

２．掛金率算定表 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ④   

 うち、別途積立金として留保する額 ⑤   

     

 

未償却過去勤務債務残高 

（③-④+⑤） ⑥

  

特   別   掛   金（規約上）

（予定償却期間 年 月） ⑦

  

 

（略） 

 

様式 C4－ア～様式 C4－イ （略） 

様式 C4－ウ 掛金計算基礎（財政再計算報告書） 

１．（略） 

２．掛金率算定表 
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２．掛金率算定表 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ⑯ 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ⑯   

 うち、別途積立金として留保する額 ⑰     

 うち、別途積立金として留保する額 ⑰   

 うち、承継事業所償却積立金として

留保する額 ⑱

     

 

未償却過去勤務債務残高 

（⑮-⑧-⑯+⑰） ⑱

  

  

未償却過去勤務債務残高 

（⑮-⑧-⑯+⑰+⑱） ⑲

  

特 別 掛 金（⑱に係る分、規約上）

（予定償却期間 年 月） ⑲

  

特 別 掛 金（⑲に係る分、規約上） 

（予定償却期間 年 月） ⑳

  

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上）

（予定償却期間 年 月） ⑳

  

特 例 掛 金（⑧に係る分、規約上） 

（予定償却期間 年 月） 

21   

（略） 

様式 C4－ウ’～様式 C4－エ （略） 

様式 C4－オ 

１．（略） 

２．掛金率算定表 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ④ 

（略） 

様式 C4－ウ’～様式 C4－エ （略） 

様式 C4－オ 

１．（略） 

２．掛金率算定表 

（略） 

数 理 上 資 産 額 ④   

 うち、別途積立金として留保する額 ⑤     

 うち、別途積立金として留保する額 ⑤   

 うち、承継事業所償却積立金として
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留保する額 ⑥

未償却過去勤務債務残高 

（③-④+⑤+⑥） ⑦

  

  

特   別   掛   金（規約上） 

（予定償却期間 年 月） ⑧

  

（略） 

様式 C4－オ～様式 C12 （略） 

未償却過去勤務債務残高 

（③-④+⑤） ⑥

特   別   掛   金（規約上）

（予定償却期間 年 月） ⑦

  

（略） 

様式 C4－オ～様式 C12 （略） 
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